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　妊婦健康診査を経済的理由等により受診しない妊婦が増加傾向
にあることや、医療機関での受け入れ態勢が脆弱であることによる出
産をめぐる痛ましい事故等、母体や胎児の健康を確保するための環
境整備は十分とは言えない。 
　厚生労働省は、平成19年１月16日付けで全国の自治体に対し、妊
婦健康診査の公費負担回数は14回程度が望ましく、少なくとも５回程
度を実施することが原則である旨の通知をした。この通知を受け、公
費負担の充実を図る自治体が増加しているが、その回数は、数回か
ら14回までと自治体によりさまざまであり、平成20年４月現在、全国
平均は5.5回となっている。 
　少子化社会の到来が叫ばれて久しく、国をはじめ各自治体におい
ても、多様な少子化対策と子育て支援の取組みが行われているとこ
ろであるが、残念ながら未だ少子化に歯止めがかかっていない状況
にある。 
　妊婦健康診査の公費負担は、すこやかな妊娠と出産の基盤となる
ものであり、自治体の財政力により地域格差が生じるような事態は断
じて避けなければならない。健康保険制度と同様に、どこでも、誰もが
安心して受診できることは、母体や胎児の健康確保を保障するもので
あり、その費用は国が責任をもって負担すべきである。 
　よって、本区議会は、政府に対し、安心して出産し子育てできる環境
の整備をより一層推し進めていくため、妊婦健康診査にかかる補助
制度等の財政措置を講じるよう強く求めるものである。 
　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出する。 
 
　あて先 ： 内閣総理大臣、厚生労働大臣、少子化対策担当大臣 

　広島・長崎両市への、人類がかつて経験したことのない原子爆弾の投下により未
曾有の被害がもたらされ、多くの尊い生命が奪われた。62年余が経過した今日にお
いてなお、多くの被爆者が後遺症に苦しみ、精神的苦痛を抱え不安な日々を送って
いる。 
　本区議会においては、このような惨禍が二度と繰り返されることのないよう、昭和
58年に非核都市練馬区宣言を全会一致で可決し、核兵器の廃絶と世界恒久平和を
訴えてきたところである。 
　国による総合的な被爆者への援護対策は講じられてはいるものの、原爆症の認定
をめぐっては、認定却下処分の取消しを求めて各地で集団訴訟が提起されている。 
　厚生労働省は本年４月より、従来の「原因確率」による審査を改める、新たな基準
による認定を開始し、以前に却下した申請についても、あらためて原爆症と認定する
など、改善の動きも認められる。 
　しかしながら、新基準の下でも一部の被爆者が認定対象から外れるなど、被爆者
救済を最優先する視点に立っているとは言い難い。新基準運用後の司法判断となっ
た、仙台・大阪の両高等裁判所においても、認定対象から外れた原告が原爆症と認
定されるなど、国の基準を上回る判決が出され、依然として広範な被爆者救済を国に
求める結果となっている。 
　被爆者の高齢化が進むなか、救済には一刻の猶予も許されない。 
　よって、本区議会は国会および政府に対し、原爆症認定制度を「原子爆弾被爆者に
対する援護に関する法律」の立法の趣旨である救済の精神に則り、認定基準の見直
しをはじめ原爆被害の実態に即した制度に改善し、被爆者の救済について適切な対
応を図るよう強く求めるものである。 
　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出する。 
 
　あて先 ： 衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、総務大臣、厚生労働大臣 
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  自民党：練馬区議会自由民主党、公明党：練馬区議会公明党、民主クラブ：民主党練馬クラブ、共産党：日本共産党練馬区議団、生活ネット：生活者ネットワーク、緑自治：緑と自治、 
  社民党：社民党練馬区議団、オンブズ：オンブズマン練馬、市民の声：市民の声ねりま 

原爆症認定と被爆者の救済に関する意見書 
（健康福祉委員会） 

妊婦健康診査助成にかかる財政措置を 
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